
0 これらの施策についてはlこれまでの間にl
- 教育訓練給付制度における大学.大学院の講座の指定は,期間中に

363講座く平成13年4月1から436講座 く平成17年4月lに増加した

こと,

.民間教育訓練機関-の委託訓練について就職率に応じた委託費の支
給を実施することとしたこと,

一 雇用.能力開発機構において実施する公共職業訓練について中期目

標期間中に達成すべき目標就職率を定めるとともに1コ-ス単位等でも

目標就職率を設定の上,業務推進をすることとしたこと,

.認定職業訓練については日本版デュアルシステムを導入することと
したこと,

等によりlその整備が着実に進められていると考えているo

O しかしながら,今後も- 産業構造の変化とともに,就業形態の多様化

の傾向もノ続き1職業能力のミスマッチの解消が-層求められること等を

踏まえれば,職業能力開発に必要な多楳な教育訓練機会の確保について,

これまで実施してきた施策の実施状況及び実績や- その予算や政策日標

との関係等を踏まえつつ1必要な施策を展開していくことが求められて

いるD

O このため,例えば- 認定職業訓練に関し.職業訓練の体制が脆弱な中

小企業を中心に活用されている状況にあるが,これまでの長期にわたっ

た景気低迷等を背景に,長期間課程の訓練生数が減少傾向にあり,今後

とも,時代に即した見直しを行う必要があ.るのではないかo

また,公共職業訓練の訓練コ-スについては1従来から人材ニ-ズに

応じた訓練コ-スの見直しを行ってきているところであるが1今後とも

よりニ-ズを的確に反映することができるように努めていく必要がある

のではないかo

さらに-教育訓練給付制度の講座指定については-大学.大学院の指

定講座の割合を増加させるなど,質の高い教育訓練の確保に努めてきて

いるところであるが1今後とも受講者のニ-ズ等を踏まえつつ1質の高

い教育訓練の確保に努めていく必要があるのではないかo
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